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  本論文の構成と着目点は図 1-1 に示すとおりである。 








  その上で、第 3 章以降の各章で各技術的項目について記述する。 
























































































































































図 1-1 本論文の構成 
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第 2 章 既往研究における課題と本論文との関係 
 
2.1  2 章の構成・意義 

























現在の耐震設計審査指針は 2006 年 9 月に従前の指針が改訂されたものであり、従前の







































































  一方、海外の規格/基準類として、代表的なものとして、IAEA SSG-9、USNRC 




  確率論的耐震安全性評価（地震 PSA）について、米国では 1991 年の USNRC の要求によ
って、外的事象に対する個別プラント評価が実施されている。また、2003 年には米国原子
力学会から外的事象の PSA 標準が公表されている。 



































































































































































































































えられている。例えば、地盤起因の損傷による構造物の地震被害に着目した Bird et 
al.(2004)は、地震リスクとして、損傷確率とコストの積として、リスクを再定義し、以下
の式を示している。  









































































   
 















































図 2-6 DEM による地形解析の例（中田ほか，2008）  

















 図 2-7 DEM による地形解析の例（丸山ほか，2011） 
   
 
航空レーザ計測データから作成した国見山南西斜面(光源は





































る時期に観測された SAR 画像を干渉（干渉 SAR）させて、その期間における地表面変動を推
定する手法が用いられる。例えば、国土地理院（2011）は、2011 年福島県浜通りの地震に






















































































































（Okada et al.,2007 に加筆） 
 
(a)余震分布及び P 波速度構造との比較  (b)余震分布及び S 波速度構造との比較
 



































り安全率の基準値として 1.5 が確保されることが要件となっている。 
  支持地盤の安定性評価においては、基本的に支持力、すべり、沈下の 3 要素に着目す
ることとなっているが、原子力発電所の場合、基本的に岩盤に支持されることから支持力
や沈下が問題となることは少なく、すべりに関する安定性評価が中心となっている。 























































2.6 2 章のまとめ 
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第 3 章 震源断層評価の精度向上 
                                     
3.1  3 章の構成・意義 















































































































図 3-1(1) 新潟県中越沖地震，震源メカニズム．本震・余震分布  












図 3-1(2) 新潟県中越沖地震のメカニズム解(気象庁，2007)  
 
震源は、東京電力柏崎刈羽原子力発電所から見た場合に震央距離 16km、震源距離 23km に位置
している（図 3-1(1)）。 
柏崎刈羽原子力発電所では、図 3-2 のとおり、地震計が配置されている。 
柏崎刈羽原子力発電所では、従来から 1 号機、5号機及び 6号機の原子炉建屋、タービン建屋、
ならびに整地地盤（サービスホールを含む）の計 67 箇所に地震計を設置し、観測を行っている。
また、これら以外にも平成 19 年 1 月に 1 号機～7 号機の原子炉建屋、タービン建屋、ならびに発
電所敷地内地震観測小屋の計 30 箇所に地震計を追加設置し、観測を実施している。図 3-2 中の凡
例の「既設」は前者を、「新設」は後者を表している。これらのうち、各号機原子炉建屋最地下階、
地震観測小屋及びサービスホールにおける観測結果について、表 3-1 に示す。なお、表 3-1 では、
設計時の基準地震動S2に対する応答値を併せて示している。これらによると、全体として、相対































図 3-2 柏崎刈羽原子力発電所における地震観測点の配置  
 































































































































































県中越沖地震の震源断層長 27km を上回る 36km 区間で活動が想定されると評価された。 
     
 
図 3-4 F-B 断層・活背斜の分布（地震分布は Kato et al.,2009 による） 
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【b. No.9 測線】 
【d. M-14 測線】 
【c. No.7 測線】 
【a. No.12 測線】 
 
図 3-5(1) F－B 断層主部・北部の断層関連褶曲 
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 【c.KNo.6 測線】 
【b.S-20 測線】 
【a.M-19 測線】 










































































































































図 3-6 断層形態の違いによる褶曲構造の変化    
        (岡村・柳沢，2005）
図 3-7 断層モデルの構築方法を示す模式図        

















































図 3-8 新潟県中越地震本震・余震分布と断層モデル 


































図 3-9 柏崎周辺地域の地質図・断層分布図 








       

































図 3-11 ヒンジ固定型及びヒンジ移動型の撓曲に伴う growth strata の違い 
                        （岡村，2000 に加筆） 
なお、本地域の地質層序は表 3‐2に示すとおりである。 
 




































て、主に反射法地震探査結果に基づき検討を行った。反射法地震探査測線を図 3‐12 に示す。 
43 
 
































れる。この背斜の後翼側においては、西山層以上の地層が growth strata を形成しており、椎谷
層以下の地層はほぼ平行に褶曲している（図 3‐13）。このことから、角田・弥彦断層の逆断層活
動の開始時期は、椎谷層上面あるいは西山層基底層準と考えられ、椎谷層上限は浮遊性有孔虫化
















































虫化石 No.1 Globorotalia inflata  bed 層準付近より下位の地層はほぼ平行に褶曲しているも
のの、同層準付近より上位の地層は growth strata を形成しており、No.1 G.inflate bed の年代






















図 3-15 M-7 測線・SN91-3 測線・N98-3 測線の深度断面・解釈図  



































図 3-17(1) 寺泊・西山丘陵－中央丘陵の地質断面図(岸・宮脇,1996）     




































図 3-18(2) 鳥越測線の深度断面・解釈図  















































有意に厚くなっており、そのうち浮遊性有効虫化石 Neogloboqadrina asanoi bed 以深における
層厚変化が大きいことから、その主活動時期は N, asanoi bed（2.2Ma～2.0Ma；加藤ほか,2006）




 なお、中央油帯東縁断層の西上盤側の褶曲では、寺泊層中の S-tuff より上位には地表部にお
いて確認される中央油帯背斜、高町背斜、後谷背斜などの比較的短波長の褶曲構造が発達してお









下変位量は約 500m であり、後期更新世以降における平均的な上下変位速度は 2m/1,000 年である































































図 3-21  活動的断層の分布と褶曲域の変遷 
3.4.3 海域における主要な断層関連褶曲 
 発電所敷地前面の海域には、軸の伸びが NE‐SW 方向の多くの褶曲構造が分布しており、2007
年に発生した新潟県中越沖地震の震源域の西側には、概ね 2 条の背斜構造が同地震の余震分布に


















 図 3-22(1) 新潟県中越沖地震，中越地震の本震・余震分布 
（Kato et al.,2009 に加筆）  
図 3-22(2) 新潟県中越沖地震・中越地震震源域の S 波速度構造 







前述のように、新潟県中越沖地震の震源域の西側には、概ね 2 条の背斜構造（F‐B 褶曲群）
が、同地震の余震分布に沿って NE‐SW 方向に並走している。これら 2 条の並走する背斜のうち、
































震源域付近に分布する 2 条の背斜うち、東側の F‐B(E)背斜は、西翼の傾斜が急な非対称な
背斜であり、西翼において D 層以下の地層に東上がりの逆断層（F‐B(E)断層）が推定される（図
3‐24）。F‐B(E)背斜は F‐B(E)断層の上盤側に形成された断層関連褶曲であり、同背斜では、D
層以下の地層に growth strata などは認められず、ほぼ平行に褶曲していることから、同背斜の
形成開始時期すなわち F‐B(E)断層活動開始時期は D 層堆積以降である。また、この背斜を形成
する D 層は C 層に傾斜不整合で覆われ、C 層以上の地層に growth strata などは認められないこ
















図 3-24 F-B 断層主部の反射断面と解釈図  
一方、上記 2 条の背斜のうち、西側の F‐B(W)背斜は、西翼の傾斜が急な非対称な背斜であ
り、東上がりの撓曲形態を示しており、撓曲構造の地下深部に東上がりの逆断層（F‐B(W)断層）
が想定される（図 3‐24）。F‐B(W)背斜は深部に想定される F‐B(W)断層上盤側に形成された断層
関連褶曲であり、同背斜では、C 層以下の地層はほぼ平行に褶曲し、B層以上の地層に growth 
triangle が認められることから、同背斜の形成開始時期すなわち F‐B(W)断層の活動開始時期は
B 層堆積以降である。 
F‐B 褶曲群すなわち F‐B 断層の活動年代を明らかにするためは、音波探査記録の各層、特
に C 層及び B 層の堆積年代を特定することが重要である。このことから、音波探査記録と海域に
おける石油探鉱データとの対比を行っており、例えば、音波探査記録と基礎試錐「佐渡沖」（天然
ガス鉱業会・大陸棚石油開発協会、1992）との対比を行った結果、C層基底の不整合面は浮遊性
有孔虫化石 No.2 Globorotalia inflate bed 層準（約 1.4Ma；佐藤ほか、1988）に対比され、ま
た、B 層基底の年代は約 0.6Ma と推定された（図 3‐25）。 
54 
 
これらのことから、F‐B(E)背斜すなわち F‐B(E)断層の活動時期はおよそ 1.5Ma あるいはそ
れより若干前であり、約 1.4Ma 以降においては活動を停止し、F‐B(W)背斜すなわち F‐B(W)断層
の断層活動は 0.6Ma 以降と考えられる。したがって、耐震設計上、活動性を考慮すべき断層は F
‐B(W)断層であることが明らかとなり、同断層の長さについては、「3.3」で述べたように、その






















































































































































































































（図 3‐30）。この撓曲部において、C 層以上の地層に growth triangle 及び growth strata が認
められる。このことから、本断層のこの位置での活動開始は C 層基底層準であり、同層準は前述
のように浮遊性有孔虫化石 No.2 Globorotalia inflata bed 層準（約 1.4Ma）に対比されること




















                              
図 3-30 佐渡島棚東縁断層主部の反射断面と解釈図 



























































C 層以上の地層に growth strata が認められ、D 層には growth は認められないものの、D 層の層
厚は断層の低下側において有意に厚くなっている（図 3‐33）。これらのことから、佐渡島南方断
層は、D 層堆積期に活動を開始し、C層堆積期以降もほぼ同じ場所において活動を続けていること
が解る。D 層の堆積年代については、前述のように、その基底が浮遊性有孔虫化石 No.3 































図 3-32 佐渡島南方断層の分布 





は B 層以上の地層に growth triangle が認められることから、同背斜の形成は、B 層堆積開始期
であり、その年代は前述のように、約 0.6Ma である。 




























































 図 3-35 F‐D 断層及び高田沖断層の分布 
 
F‐D 断層の上盤側には、比較的単調な幅の広い背斜が形成されており、同背斜の後翼におい
て、C 層以上の地層に growth strata が認められ、D 層以下の地層はほぼ平行に変形している（図
3‐36）。したがって、F‐D 断層の活動時期は C層堆積以降であり、C 層基底は前述のように浮遊
性有孔虫化石 No.2 Globorotalia inflata bed 層準（約 1.4Ma）に対比されることから、本断層
の活動開始時期は約 1.4Ma となる。 
一方、F‐D断層の 15km 程度南東側にも、同断層と同様、西上がりの逆断層が認められ、同
断層では、D層及びC層下部にgrowth strataが認められるものの、C層上部以上の地層ではgrowth 
strata は不明瞭となることから、（図 3‐36）。したがって、この断層の主活動時期は D 層及び C
層下部堆積期であり、前述のように、D 層基底が約 3.25Ma、C 層基底が約 1.4Ma、また、その上位




















 図 3-36 F－D 断層主部の反射断面とその解釈 
  
高田沖断層の上盤側には、軸が北西側に偏った非対称な背斜が形成され、同背斜前翼の撓曲
部では growth triangle が、後翼では growth strata が、いずれも C 層以上の地層に認められ、D
層以下の地層はほぼ平行に変形している（図 3‐37）。したがって、高田沖断層の活動時期は C 層
堆積以降であり、C 層基底は前述のように浮遊性有孔虫化石 No.2 Globorotalia inflata bed 層
準（約 1.4Ma）に対比されることから、本断層の活動開始時期は約 1.4Ma となる。 
 



















断層では、D層以上の地層 growth strata が認められる（図 3‐37）。したがって、この断層の主
活動時期は D 層堆積以降であり、前述のように、D 層基底が約 3.25Ma と推定されることから、そ
の年代は約 3.25Ma 以降となる。 
F‐D 断層及び高田沖断層のいずれも、上記のように、3.25Ma 頃に陸側において活動を開始し、
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4.1 4 章の構成・意義 














  これらについて、「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き（平成 22 年 12





























































国土地理院では、新潟県中越沖地震直後から 2007 年 10 月にかけて水準測量を実施している。こ







図 4-1 2007 新潟県中越沖地震とその余震分布（Nishimura et al.,2008b） 
     2004 年新潟県中越地震と 2007 年新潟県中越沖地震の CMT 解（NIED）を示してある。 
























（Nishimura et al., 2008a）については、同隆起域付近では地震活動がほとんど見られないため、
非地震性の隆起であることが推定され、この隆起域とその軸は褶曲構造の変形と上下変動の向き
が一致することから、活褶曲の成長と解釈され、いくつかの研究においてモデルが検討されてい













図 4-3 水準測量の路線に沿う上下変位（Nishimura et al.,2008） 
      □が観測値，○が計算値による変位をそれぞれ示す。路線は図 4-1 参照 
 
図 4-2 GPS 地殻変動ベクトル図（Nishimura et al.,2008b） 






西村（2010）は、過去 113 年間の水準測量データに基づいて、SAR 干渉解析により検出され 
た上記の隆起域に位置する水準点では、1967 年以降、周囲の水準点と比べて 2mm-4mm/yr の速度
で隆起しており、活褶曲の成長が約 40 年間にわたり継続していたと解釈できると報告している
（図 4-5）。 
  東京電力では、柏崎刈羽原子力発電所から長岡平野などを中心に広域において、GPS 測量を
実施してきており、前回測量の 2004 年 12 月を基準として、新潟県中越沖地震後の 2007 年 12 月
に改測を実施した結果を図 4-6 及び図 4-7 のとおり公表している。 





































































図 4-5 水準測量による柏崎－長岡間の 113 年間の上下変動（西村，2010） 
 
横軸は，N120°E 方向（図 4-4 の線分 A-B）での距離を表す。(a)から(g)は水準点 3746，(h)は水準
点交 3761 を基準とした変動量を示す。中越地震に同期して現れた隆起域と地質図上の背斜軸の概
略位置をそれぞれ，網掛と破線で示す。(a)1894-1927 年 (b)1927-1930 年 (c)1930-1955 年







































図 4-6 東京電力によるＧＰＳ測量結果（水平成分） 































中帯でメカニズム的にも類似していると思われる 2007 年能登半島地震及び 2008 年岩手・宮城内
陸地震の際の地殻変動について、その分布、バラツキ等について考察を行った。 
 
4.3.1 2007 年能登半島地震に関する評価 
4.3.1.1 2007 年能登半島地震の概要 
2007 年 3 月 25 日 9 時 42 分頃に能登半島西岸付近の深さ約 10kmで気象庁マグニチュード




方向へ約 21cm の移動と約 7cm の隆起、穴水観測点（石川県鳳珠郡）で北西方向へ約 12cm の水平
移動と約 2cm の沈降など能登半島を中心に地殻変動が観測されている（図 4-8）。 



















水準測量の結果から、志賀町から輪島市にかけて最大で約 40cm の隆起が観測され(図 4-10)、




































図 4-9 2007 年能登半島地震地殻変動観測結果 









































図 4-11 震源域周辺の地質構造概念図（東京大学地震研究所，2007） 
図 4-10 2007 年能登半島地震 水準測量結果 




  能登半島地震に伴う広域における地殻変動を把握するため、干渉 SAR 解析結果に基づき地殻
変動量について検討を行った。 
使用画像について、C バンドの衛星 RADARSAT 及び ENVISAT の画像検索をした結果、地震前後
に撮影された適切な画像が検索されなかったため、ALOS の画像を使用することとしたが、国土地
理院が実施している干渉 SAR 解析のペア以外に適切な画像が検索されなかったため、同じ画像で
の解析を行うこととした。使用画像は、①ALOS PALSAR 20070223 昇行軌道②ALOS PALSAR 20070410
昇行軌道である。 
解析の解像度については、緯度・経度方向に 0.0009 度に解析領域を分割し、干渉画像生成及
びポイントデータの抽出を行っている。その解像度はおよそ南北方向 102m、東西方向 79mである。 
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変動量 単位；mm 電波掃射方向 隆起(+)、沈下(-) 赤線コンター；変動量上限値 0 領域 
解析の最小フィルターは 100m に設定（100m 四方を平均化して解析） 
82 
また、地殻変動量の算定結果と F14 断層との関係を図 4-14 に、これらと能登半島沖地震の余震分
布との関係を図 4-15 に示す。 
  余震は 3 月 25 日の本震から 11 月 28 日まで 1900 回以上を数え、地震後の画像は 2007 年 4 月
10 日であり、1400 回以上の余震が発生した時点の状況である。 










































































  ここでは、地殻変動が発生した領域について、干渉 SAR 解析結果に基づき、概ね東西方向、
























































































































































































































































































































































































































































































4.3.2 2008 年岩手・宮城内陸地震に関する評価 
4.3.2.1 2008 年岩手・宮城内陸地震の概要 
  2008年6月14日8時43分頃に岩手県内陸南部の深さ約10kmで気象庁マグニチュード(MJ)7.2
の地震が発生した。この地震で岩手県奥州市と宮城県栗原市で震度 6 強、宮城県大崎市で震度 6
弱が観測され、死者 13 名、行方不明者 10 名、負傷者 447 名（消防庁対策本部「平成 20 年(2008
年)岩手・宮城内陸地震（第 67 報）」が出るなど、大きな被害が発生した。 
  この地震の発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型であった。最大余震は 14
日 9 時 20 分にMJ5.7 であった。1997 年 10 月以降の活動を見ると、今回の地震の震源付近では 2000
年 2 月 11 日にMJ4.9 の地震が発生しているのみで、MJ5 を超える地震は発生していなかった。 








































  干渉 SAR 解析に用いた地震後の画像は 2008 年 6 月 23 日に撮影されたものを用いた。余震の
積算回数は 2008 年 8 月時点で 500 回を超えているが、画像撮影段階の余震回数は約 400 回となっ
ている。 
  図 4-19～21 に示すとおり、地殻変動観測結果では、最大変動量は栗駒山北西の沈下-1050mm、
栗駒山東山麓の隆起 440mm となっている。変動量解析にあたり、マイクロ波の反射が弱く、コヒ
ーレンス（正弦波の相関性）が低い栗駒山系付近は変動量を示していない。 














































































図 4-20 2008 年岩手・宮城内陸地震 干渉 SAR による地殻変動量 
   
  
図 4-21 2008 年岩手・宮城内陸地震 干渉 SAR による地殻変動観測結果横断面図






















































































































2100m に対して、約 8cm の隆起量となっている。 
汀線直交方向についても、基準点から海側に向かって緩やかに隆起する傾向を示しており、

























結果によると、地震後 1 回目の改測となる 2008 年 2 月の測量においては、地震前に比べて、最大
1/4200 の傾斜変化量が認められた。その後、地震後 2 回目の改測となる 2008 年 8 月の測量にお



































に敷地内についてみると、図 4-22 に示すとおり、1～4 号機についてみると 3 号機の隆起量がや










び向斜構造を横断する測線（北-1 測線、北-2 測線）において水準測量を実施した。 
同測線においては、新潟県中越沖地震発生前の平成 18 年 9 月に反射法地震探査に併せて水準
測量を実施しており、地震後については水準測量を新潟県中越沖地震から約 4 ヶ月後の平成 19 年
11 月に実施した。 
  発電所近傍の地質、地質構造及び水準測量を実施した測線との位置関係を図 4-25 に示す。3
章で詳述したとおり、当該地域の褶曲構造は主として NNE-SSW 方向～NE-SW 方向に規制されてお
り、後谷背斜、真殿坂向斜の 1 背斜 1 向斜構造が特徴的な地質構造となっている。北-1 測線、北
-2 測線はこれらの褶曲軸とほぼ直交し横断して海岸から陸側に設定されているので、当該測線に
おける地殻変動について、地質構造との関係の詳細な分析が可能であると判断した。 















上記 2 測線のうち、北-2 測線では地表付近における盛土の沈下等の影響が大きく、地質構造
との関係について十分な分析ができなかったことから、以下では、北-1 測線に関する測量結果及
び解析的検討について記す。 






































図 4-25 敷地近傍の地質、地質構造及び水準測量実施位置図 
→SE 
 海側では約 10cm～20cm の隆起が、内陸側では約 10cm の沈降が認められ、大局的には海岸側
から平野側に向かって隆起量が減少する傾向が認められ、国土地理院などの他機関の調査結果と




















近年、LiDAR（Light Detected And Ranging）と呼ばれる航空レーザ測量によって得られた高




抽出や地震に伴う地表断層や地殻変動の認定などに適用されている（例えば、Hudnut et al., 
2002：Cunningham et al., 2006：Chan et al., 2007：中田ほか，2008：丸山ほか，2008：Stephen 
et al., 2010：Hunter et al., 2011）。 
  本検討に DEM データを活用した解析を適用する主目的としては、水準測量を実施した測線で
捉えられている局所的な変動が、地表付近まで及ぶ断層変位によるものか否かを確認することで
ある。 





























図 4-27(1) DEM データに基づく地形解析結果 
               
































































GPS や InSAR 解析で観測された地震・火山などに伴う地殻変動の断層モデル及び圧力源をインバ
ージョンによって推定する解析において、最も一般的に用いられる手法の一つである。前述の新
潟県中越沖地震による地殻変動を GPS 及び InSAR 解析を用いて検討した Aoki et al.（2008）、
Nishimura et al.（2008b）、Ohta et al.（2008）、Ozawa（2008）では、断層モデルの推定に Okada
（1992）の手法を用いている。また、InSAR 解析事例で挙げた Fielding et al.（2004）、Ozawa et 
al.（2005）、Takada et al.（2009）においても断層モデルの推定に Okada（1992）を用いている。
その他には、津波シミュレーションにおける波源の地殻変動モデルを与える際に等にも用いられ




仮定して地盤変動を解析する手法を開発した。Nishumira et al.（2010）は、 Wang et al.（2003）
の手法を用いて新潟県中越沖地震のすべり分布の推定を行っている。 
  本検討では、弾性定数が小さい堆積層の影響が無視できないと考え、国土地理院による震源
断層モデルを用いて、多層地盤を対象とした食い違い弾性論を用いた Wang et al.(2003)に基づ





















図 4-28 検討に用いた震源断層モデル 
          （国土地理院，2007） 
図 4-29 地殻変動の算定結果 









































図 4-30 解析により得られた地殻変動と実測値との比較 
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反射法地震探査の実施については、今回の調査では対象深度が数 mから 60m 程度で高分解能
が期待されていること、沖積層の N 値が小さいことから S波による反射法探査を実施することと
し、震源は発震エネルギーが大きい車載型のミニバイブ震源を用いた。反射法地震探査の測定パ
ラメータは表 4-1 に示すとおりである。また、表面波探査は、カケヤによる打撃を発信源として、




NW← →SE  
図 4-32 水準測量結果と解析結果との比較 
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垂直重合数 2 または 4 
 





































































































































同路線では概ね 30km 程度の区間に 10 数点の一等水準点が設置されている。ここでは、水準測量
結果について、5km,7.5km,15km 毎のデータを採用することにより、区間距離毎のデータのバラツ


























































図 4-37 バラツキの評価に用いる区間 




た結果（図 4-36）に加え、北-1 測線におけるバラツキの検討結果を北-1 測線でのデータ間隔を
考慮して、評価を実施した。 
その結果は図 4-39 のとおりであり、構造物のスケールとしてデータ区間 150m を選定した場



































図 4-39 地殻変動のバラツキの評価結果 
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第 5 章 支持地盤の耐震安全性に関するリスク評価 
 
5.1 5 章の構成・意義 
  3 章では外力として規定される設計用地震動の設定に関わる活断層調査・評価精度向上へのアプロ
ーチについて、4 章では一般的には重要構造物支持地盤の設計要件として扱われることの少ない地殻変
動に関する設計上のアプローチについて論述した。 












炉施設に関する耐震設計審査指針（原子力安全委員会：平成 18 年 9 月）（以下、「耐震設計審査指針」
と表記）」を踏まえた民間規格「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-2008（社団法人日本電気協






































  2006 年の原子力安全委員会による耐震設計審査指針の改訂を受け、上記、日本電気協会の技術指針
についても 2008 年に従前の技術指針からの改訂が行われ、支持地盤の安定性評価においても基本的な
評価の流れの改訂がなされた。 
  それ以前の評価の考え方を図 5-1 に、改訂後の評価の考え方を図 5-2 に示す。主要な改訂点として















































































































































  以上が、標準的な支持地盤の地震時安定性評価の基本的な考え方である。 










































































柏崎刈羽原子力発電所敷地の敷地平面図を図 5-3 に、地質構造図を図 5-4 に、７号機が位置する付


























図 5-3 敷地平面図  
 
































































































 図 5-6(2) ７号機付近地質鉛直断面図（C－C’） 
※大湊砂層含む 
7 号機支持地盤は、凝灰岩、砂岩等の薄層などを挟む塊状泥岩からなる新第三紀鮮新世の堆積岩か
らなる西山層である。西山層は 7 号機位置では標高-140m 付近まで分布しており、下位は標高約-310m
まで砂岩・泥岩互層を主体とする椎谷層が分布している。西山層の上位には第四紀層である安田層、番
神砂層、新期砂層が分布する。7 号機は西山層以下の第三紀層に認められる背斜構造の西翼部に位置し、





号～7 号機支持地盤中に分布する NW-SE～NNW-SSE の走向で高角度のもの（以下、「V 系断層」と表記）、












設定した基準地震動 Ss に対する地震応答解析を 2 次元動的有限要素法解析により実施した。地震応答
解析は周波数応答解析手法を用い、等価線形化法により動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性
を考慮している。 
安定性評価フローを図 5-7 に示す。 
解析用地盤モデルは、支持地盤中に分布する F 系断層、V 系断層、L 系断層を考慮し、解析幅は原
子炉建屋中心から左右にそれぞれ建屋幅の 2.5 倍以上の領域を確保するよう、また、解析深さは十分な


























図 5-7 支持地盤の安全性評価フロー 
 



































図 5-8(1) 解析用要素分割図（原子炉建屋・コントロール建屋汀線平行断面） 





































図 5-9 境界条件 
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  ここで提案する手法は、建屋の地震応答解析に基づく、各層の水平剛性 、鉛直剛性 及び曲げHK VK
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剛性 から、等価な FEM モデルを各層毎に作成するものである。その概要を図 5-11 に示す。具体的に
は、各層の要素上面を剛梁で繋ぎ、変形時に平面が保持されるようにする。また、鉛直ばねを建屋の中
心軸に対して左右対称になるように配置する。これにより、FEM モデルの各層の未知数がヤング率 E 、
ポアソン比 及び鉛直ばね定数 の３つとなる。従って、既知数が、建物各層の水平剛性 、鉛直剛








に際しては、参考のため水平剛性及び鉛直剛性についても紹介する。次に、「 , , 」と
























































































)1(ED  (5-1) 
 
ここで、 はヤング率、 はポアソン比であり、せん断弾性係数 は下式より与えられる。 E  G
 
)1(2
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ここで、要素の 4 節点に関する変位の全成分は、次のようにベクトル表示される。 
 




xyyxu 4321    (5-6) 




   VHVHT 0000                                             (5-8) 
   02P02P0000T P  (5-9) 
 
従って、荷重 P による変形量は下式によって評価可能である。 
 

















aGPk HH   (5-12) 
 





   VVT 000000   (5-13) 















式(5-15)は、せん断剛性 G と FEM 要素の幾何形状に加え、ポアソン比 により値が変化することが





   VVT 000000   (5-16) 



























5.3.3.4 FEM 解析による剛性評価式の検証 
提案する剛性評価式の検証として、水平方向、上下方向及び曲げ剛性の評価式について、汎用構造
解析コードABAQUSを用いて検証を行うこととした。検証には、FEMの要素を 1, 3, 5, 10, 20 個横に並
べて層を作成したモデルを用いることとし、一要素の大きさは 1m×1mとした。せん断剛性G に いては、
ヤング率 E が .14×10
つ
2 5 [N/mm2]、ポアソン比 が .3 の時の値に固定した。 0
図 5-14 に曲げ剛性に関する、誘導式(理論解)と FEM 解析結果との比較を示す。 
曲げ剛性に関する評価式の検証について、FEM の要素数が少なく、結果的に高さ/幅が大きくなると




















図 5-14 誘導式（理論解）と FEM 解析結果との比較  
 
5.3.3.5 曲げせん断モデル化手法 












K   (5-21) 
iii, IEK   (5-22) 
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ここで、地盤安定性評価で用いる FEM モデルのせん断剛性を iG
~ 、ポアソン比を i
~ 、鉛直ばね定数を



































  (5-25) 
 
 このうち、式(5-23)は独立しているので、FEM 要素の iG
~ は式(5-23)に建屋モデルデータを代入する
ことにより直接的に求めることが可能である。また、 i















































                
表 5-3 モデリングの精度 
 
固有周期 刺激係数 固有周期 誤差（％） 刺激係数 誤差（％） 固有周期 誤差（％） 刺激係数 誤差（％）
１次 0.233 2.089 0.233 0.00 1.624 22.3 0.231 -0.99 2.034 2.6
２次 0.116 -1.931 0.102 -12.28 -1.316 -31.8 0.115 -1.07 -1.897 -1.8
３次 0.079 0.926 0.076 -3.38 0.896 3.2 0.081 2.57 1.029 11.1
１次 0.092 1.845 0.092 0.01 1.624 12.0 0.092 1.00 1.807 2.1
２次 0.045 -1.643 0.040 -11.21 -1.316 -19.9 0.045 -0.08 -1.531 -6.8







































































の分析等に基づき、振動性状の相違から、サイト南側に位置する 1～4 号機とサイト北側に位置する 5
～7 号機側と独立に設定されており、ここでは、5～7 号機側での検討であることから、5～7 号機側の基
準地震動を提示している。 























 Ss-3 に対して、時刻 4.09 秒 
 最小すべり安全率：2.9 























図 5-17 再設定した基準地震動 
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狭い範囲にとどまっていることが確認された。また、支持地盤中に分布する、F 系断層及び V 系断層に
ついても、一部にせん断破壊に達した要素があるものの連続はしていないことが確認された。 










































図 5-18(1) 要素ごとの安全係数（原子炉建屋支持地盤，汀線平行断面，Ss-3，T=37.36 秒）



























































































































Ｅ０＝   546.84N/mm2 
Ｅ２＝ - 407.68N/mm2 























図 5-20 応力～ひずみ関係 
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表 5-6 解析ケース一覧表  
解   析 
ケ ー ス 
鉛 直 応 力 
(N/mm２) 
引 張 強 度 
(N/mm２) 
σ～ε関係 
CASE-1 0.05 0.51 
CASE-2 0.10 0.51 
CASE-3 0.29 0.51 
基本ケース
 
CASE-4 0.59 0.51 
直 線 近 似 
CASE-5 0.05 0.39 
CASE-6 0.59 0.0 
直 線 近 似 
比較ケース



























































① τ=0 .88N/mm2 ② τ=1 .02N/mm2
③ τ=1 .04N/mm2
せん 断破壊






























































































































































































































































































































































































図 5-23 側面抵抗効果を考慮した検討の概念 
 
奥行き方向の側面抵抗を考慮したすべり安全率の算定手法は、基本的に地震時応力算定を 2次元平
面ひずみ状態を仮定して実施し、すべり面の計算を 3 次元で考える。 
すべり安全率の算定手順は、次のとおりである。 
① 各々の領域で作成した 2 次元 FEM 断面を用いて常時及び地震時増分解析を実施し、常時
応力及び地震時応力を算定する。 
② 2 次元解析から得られる地盤応力は、3 次元解析から得られる地盤応力と大きくは乖離し
ないと仮定し、2 次元場の応力から 3 次元場の応力を算出する。各 2 次元断面で面内水平
応力を X，鉛直方向を Z，奥行き方向（面外方向）を Y とすると、面外方向直応力は 
σy＝ν（σx＋σy）で与えられる（ν：ポアソン比）。また、Y 方向に地震入力がある場
合は、面外方向に関するせん断力τxy,τyz が求められる。 



























)(tFs  ：全体の安全率 
      ：i 断面における抵抗力 )(tRi
      )(ti ：i 断面における滑動力 




50m として 2次元断面を作成することとした。解析断面位置図は図 5-24 に、2 次元解析モデルは図 5-25
に示すとおりである。 
検討用地震動は、2 次元解析で実施した新潟県中越沖地震を踏まえて再設定した基準地震動 Ss の





































































































図 5-25(1) 汀線平行方向二次元解析モデル 
図 5-25(2) 汀線直交方向二次元解析モデル 
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5.4.2.3 検討結果/考察 
検討ケースは表 5-8 に示すとおりである。 
対象となる断層の広がりや、建屋の影響領域を考慮した結果。汀線平行加震は 8 ケース、汀線直交
方向加震は 12 ケースを解析ケースのすべり面として考慮することとした。 
加震直交方向（2 次元断面奥行き方向）の想定すべり土塊側面の立上位置は、原子炉建屋側面から












1.0B＊2 2.0B＊2 2.5B＊2 
33° Case1＊1 － － － 
45° Case2 Case3 － Case4＊1 











22.5° Case1 － － 
30°  － Case2＊1 － 
45° Case3 Case4 Case5 
67.5° Case6 Case7 Case8 
＊1 海側は海岸線までとしている 

















1.0B＊ 2.0B＊ 2.5B＊ 
22.5° Case1 Case2 Case3 Case4 
45° Case5 Case6 Case7 Case8 








1.0B＊ 2.0B＊ 2.5B＊ 
22.5° Case1 Case2 Case3 Case4 
45° Case5 Case6 Case7 Case8 
67.5° Case9 Case10 Case11 Case12 
＊ B は建屋幅 
 
検討結果は表 5-9 に示すとおりである。 
汀線平行方向加震では、F3 断層面における基準地震動 Ss-1 を入力とした Case4 に対する評価にお
いてすべり安全率は最小となる。このときのすべり安全率は 2.9 である。汀線直交方向加震では、F3 断
層面における基準地震動 Ss-1 を入力とした Case5 に対する評価においてすべり安全率は最小となる。



















































表 5-9(1) 汀線平行方向加震ケースのすべり安全率 

























































































































      B は建屋幅 
 
以上のとおり、通常の 2 次元断面では考慮できない奥行き方向の地盤抵抗を考慮することにより、









































































































































行い、すべり安全率 が 1.0 となる地震動の強さ)S( f
)k(
0.1Sf




ifi ][ S,A  を、以下の式で回帰する． 
   )k()k(f)k( SnA     (5-28)
ここで、 、 はすべり線)k( )k( k に関する回帰係数であり、 は入力地震動強度、A )k(fS は裕度解析
で求めたすべり安全率である。また、すべり安全率は、常に正値を取るため対数を取っている。すべり
安全率 )k(fS が 1.0 の時の地震動強度は、式(5-28)の第一項が零となるため、以下の式で与えられる。 
 )k()k(
0.1Sf





1.0 となる地震動強度A~ で変動解析を実施する。 
したがって、 は、 A~



















   (5-31)
式(5-31)の期待値を取ると、 




























1SnE   (5-33)
次に、すべり安全率が 1.0 となる地震動強度の分散を求める。式(5-31)の分散を求めると、 
     
       


























  (5-34) 
となる。ここで、 )( )k(fSn の分散は、以下の式で与えられる。 










   (5-35)
したがって、すべり線 のすべり安全率が 1.0 となる地震動強度の中央値は、下式で与えられる。 )k(















   (5-36)









    R1u)k( 0.1S)k(f ]Q[AAn)A(P f      (5-38)







A  は式(5-10)で求めたすべり安全率が 1.0 となる地震動























報告書－(土木学会原子力土木委員会)｣ 等を参考に作成することとし、解析モデルは図 5-27 に示すとお














 図 5-27 硬岩支持地盤モデル 
 
 





表層 300 170 5.0*
CL 級相当 600 720 3.0
CM1 級相当 1,000 2,300 3.0
CM2 級相当 1,300 4,200 3.0
CH1 級相当 1,500 5,900 2.0
















評価結果より求めた耐力の中央値は 976Gal、不確実性 は 0.165 であった。 
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図 5-29 に提案する簡便な手法によって評価した損傷度曲線を示す。○印は、手法の検証のため、
























  検討に用いた確率論的地震ハザードは図 5-30 に示すとおりである。 
  確率論的地震ハザードは、各種地震動強度とすべり安全率の関係、特に
率の算定においては適切なスペクトル強度を算定する必要があることから、PGA、SIa、SIv、SId の 4 種
類を設定するとともに、ハザード曲線については各々0.5 フラクタイルの曲線を設定した。 
  なお、一般的に地震時の地盤安定性評価については、PGV についても相関性の高い地震動
つであると考えられる。しかしながら、本検討は一様ハザードスペクトルを用いることを前提としてお














































































































 図 5-33 に示す支持地盤の損傷度曲線と図 5-30 に示した確率論的地震ハザード曲線との関係から、
元解析結果からの換算を行うこととした。2 次元解析結果と擬似 3 次元解析結果の安全率上昇を考慮













 図 5-32 ３次元効果を考慮したすべり安全率と地震動強度 SIv との関係 
 βに
おける試行計算等を参考に、それらの合算としてβc が 0.3～0.4 の範囲で損傷確率の評価を行った。 














図 5-33 支持地盤の損傷確率 
 
当該支持地盤の年損傷確率は表 5-12 に示すとおり概ね 10-6/年のオーダーであることが確認された。 
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表 5-12 支持地盤の年損傷確率の評価 
 
  βc=0.30 βc=0.35 βc=0.40 


















































































































































図 5-36 海水系配管ダクトの概要図 
 















































































図 5-37 耐震性能照査フロー（機器・配管を支持する場合）  
 
5.6.3 海水系配管ダクトの耐震補強検討 

















































図 5-38 海水系配管ダクトの解析モデル 





















 表 5-13(2) 地盤物性
 
 
埋戻土層 18.6（19.6） 0.33 1,980×σｖ
0.667

































耐震安全性評価 評価位置 応答値 評価基準値 応答値／評価基準値
層間変形角による照査 頂版～底版 0.430/100 1/100 0.43(2.57)
頂版 817 1,611※1 0.51
底版 1,167 1,855※1 0.63




































































































予め絞りこんだ 3 種類の基準地震動 Ss 及び耐震補強をするうえで別途設定した「新潟県中越沖地震の

















図 5-40 検討に用いた確率論的地震ハザード  
   
  その結果は、表 5-15 に示すとおりであり、地盤改良を実施することにより、RC 構造物周囲の地盤
剛性が高くせん断変形が抑えられることによって層間変形角は全ての地震動に対して 1.0%以下になっ
ていることが確認された。 
  また、これらの検討結果について、各地震動強度毎に整理した結果は図 5-41 に、また、層間変形
角の算定結果と地震動強度との相関を算定した結果は表 5-16 に示すとおりである。 
  これらから、ここで検討を行っているRCボックスカルバート構造の層間変形角の評価に対しては、
相関性の高い地震動強度として SIa であると判断された。 
  地震動強度 SIa を用いて、地盤改良実施前と地盤改良実施後の損傷確率を評価した結果は図 5-42
に示すとおりであり、この図からも地盤改良効果が顕著に現れていることが確認できる。 













 表 5-15 地盤改良による効果 
 
未改良 改良 










左側壁 8.24  2.14  1.29  0.34  6.3  
隔 壁 8.25  2.14  1.35  0.35  6.1  Ss-1 
右側壁 8.25  2.14  1.38  0.36  5.9  
左側壁 1.97  0.51  0.58  0.15  3.4  
隔 壁 1.98  0.51  0.62  0.16  3.2  Ss-2 
右側壁 1.98  0.51  0.63  0.16  3.2  
左側壁 -3.45  -0.90 -0.80  -0.21  4.3  
隔 壁 -3.45  -0.90 -0.84  -0.22  4.1  Ss-3 
右側壁 -3.45  -0.90 -0.85  -0.22  4.1  
左側壁 3.09  0.80  0.73  0.19  4.2  
隔 壁 3.10  0.81  0.77  0.20  4.1  15NCO 




















図 5-41 各種地震動強度と層間変形角との関係 
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表 5-16 地震動強度と層間変形角の相関係数 
地震動指標 補強前 補強後 
PGA 0.381 0.351 
SIa 1.000 0.997 
SIv 0.993 0.999 





















表 5-17 地盤改良の有無による年損傷確率 
   βc=0.30 βc=0.35 βc=0.40 
補強前 2.08E-04 2.40E-04 2.80E-04 
補強後 7.70E-07 1.11E-06 1.63E-06 




5.7 5 章のまとめ 
  重要構造物支持地盤の定量的リスク評価を主たる目的として、まず、現行の評価手法である決定論
的評価手法の枠組みで、新潟県中越沖地震時における応力状態の確認、地震後に再設定された基準地震
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いう事実が平成 23 年 3 月 11 日に提示された。果たして、そのような事象が、ロジックツリーの
活用で定量的リスクの将来予測として評価可能か否か、ということは大きな課題である。 
  また、第 4 章では、地殻変動に伴う長波長の岩盤変形について設計上どのように考慮するか
を記述した。支持地盤の定量的リスク評価という観点で、第 5 章では、地震動による損傷を取り
扱っているが、統合された定量的リスク評価としては、地震動にあわせ地殻変動のリスクについ
ても定量的に取り扱われる必要がある。しかしながら、本検討についてはそもそも決定論的にも
その取り扱いが明確に定まっていなかった検討項目であり、定量的リスクとして論じる上ではデ
ータの蓄積等が必要であり、将来的な課題と言える。 
  このような大きな課題を踏まえ、自然事象が関与する、重要かつ複雑なシステムの安全性確
保という命題に対して、定量的リスク評価の精度を向上させていくためには、地質、地震、土木、
建築、機械、電気の各分野の融合、個々の分野における評価の信頼性の向上のための努力、が重
要なことは言うまでもない。 
  本論で提示した内容は、このような必要不可欠かつ重要な検討要素のうち、そのごく一部に
ついて言及しているに過ぎないが、ここで提示したアプローチ、方法論の延長上に、耐震安全性
評価の信頼性向上、評価/判断における合理的意思決定が可能となる方法論の構築、が導かれると
考えている。 
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